


































総括 

 日本母性保護医協会では,昭和 55 年度から自主的に妊産婦死亡例の全国支部組織を通じ

ての登録・集計を行ってきたが,昭和 59年度と 60 年度の 2年間にわたって厚生省の心身障

害研究費の交付を受け,昭和55年より57年までの3年分の登録症例約90例につき,徹底的

に集計・分析を行うことができた。これについては,昭和 60 年度の母子保健システムの充

実に関する研究班の研究報告書に精細に報告した。 

 一方,昭和 58 年以後の症例の収集に対しては,日本母性保護医協会内の支部組織中に直

接担当者を任命して,漏れない症例の把握につとめた。全国支部の担当者連絡会議も開催し

て情報の交換や症例収集のための隘路の打開に関するディスカッションを行った。 

 昭和 61 年度より,[産科管理における環境因子に関する研究]班の一部として本研究が再

スタートすることになり,目標を具体的な妊産婦死亡防止対策の樹立に置くことにし,その

ための基礎データになる妊産婦死亡症例は昭和58・59・60 年の 3年分をできる限り数多く

収集につとめることにした。その結果,後述するように,この 3年分については過去の実績

を遥かに上回る高率の回収を得ることができた。 

 これらのデータを全体として,集計分析をコンピューターを用いて行うことはもちろん

であるが,これは症例収集が進んだ次年度以後に行うこととし,今年度は研究協力者全員に

よる個別の症例の死亡に関する背景の検討を主要な事業とした。これに使用するために,

調査票の膨大な内容を要約し,その死亡が防止し得る種類のものであるか否かを判断する

要約表を作成した。この個別事例の検討は現在も進行中であり,3 年間にほぼ 300例以上の

ケースすべてについて終了する予定である。 

 以上が今年度における研究進行状況の概要であるが以下に資料を添えて,そのそれぞれ

につき簡単な説明を行うことにして本年度の研究班報告とする。 


